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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第12期
第１四半期
連結累計期間

第13期
第１四半期
連結累計期間

第12期

会計期間
自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日

自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日

自 平成28年１月１日
至 平成28年12月31日

売上高 (百万円) 2,149 2,150 9,048

経常利益 (百万円) 754 236 2,479

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 556 190 1,945

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △72 988 1,387

純資産額 (百万円) 12,209 21,623 20,670

総資産額 (百万円) 19,802 33,118 30,394

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 19.60 6.14 65.28

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 18.61 5.82 61.46

自己資本比率 (％) 61.3 65.1 67.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成28年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

４．当第１四半期連結累計期間より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、

比較を容易にするため、第12期第１四半期連結累計期間及び第12期につきましても百万円単位で表示してお

ります。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間の世界経済は、米国経済は内外需要の回復を背景に緩やかに拡大する一方、欧州経済

は製造業受注増に牽引され景気回復のペースが加速しました。中国においては経済成長の減速感があるものの安定

成長が続きました。以上により世界経済全体としては、緩やかな景気回復が継続しています。

　この様な状況の中、当社グループの主力事業であるリチウムイオン二次電池用セパレータ事業におきましては、

市場規模の拡大が続きました。市場全体の60％を占める民生用途ではスマートフォン用電池の容量の増大及び動力

系用途でのアプリケーションの増加等の影響を受け、販売数量は年間10％程度で安定的に伸びております。成長が

加速する電気自動車（EV）関連用途では市場構成比において40％程度まで拡大しております。中国市場ではEVおよ

びEVバスへの助成金政策の不透明感により当期は一時的に需要が停滞しましたが、３月に「電気自動車用動力電池

産業の発展促進に関する行動方案」が発表され、需要は回復基調が明確になりました。欧米及び日本におけるEV・

ハイブリッドカー（PHEV・HEV)向け需要は、各国の環境保護政策に連動し拡大基調にあり、今後中期的に大幅に需

要が伸びる見込みとなっております。

　このような市場環境に対応すべく、当社ではスマートフォン用超薄膜セパレータの需要増に対応し生産体制を強

化するとともに、ハイエンド動力電池用及び、EV関連用途をターゲットにするコーティングタイプセパレータの販

売量を伸ばしております。

　当社グループの主要販売地域である中国市場での売上は、当第１四半期連結累計期間はEV関連市場の一時的な停

滞と旧正月時期が重なった為、994百万円（前年同四半期比19.8％減）となりました。韓国での販売はLGグループ向

け販売の一部が若干の地政学的リスクの影響も有り、770百万円（同6.7％減）となりました。一方、日本顧客向け

販売はソニーエナジー・デバイスグループ各社向け販売が大きく伸び、368百万円（同2,427.8％増）となりまし

た。

　これらの要因により当第１四半期連結累計期間においては販売数量・販売単価とも順調に推移致しました。しか

しながら営業利益においては、昨年増設した第５-７号生産ラインの減価償却費の負担増及び、今年下期の設備増設

をにらんだ人員の先行採用に伴う経費増に加え、対円での韓国ウォン高等により売上原価増となり営業利益を圧縮

しました。

平均為替レートにつきましては、当第１四半期連結累計期間の対1米ドルが前年同四半期比で約1.51円円高の

113.70円、対1米ドルが前年同四半期比で47.16ウォンウォン高の1,154.28ウォン、対1,000ウォンでは前年同四半期

比で約2.6円円安の98.5円となりました。　

　このような環境のもと、売上高は2,150百万円と前年同四半期と比べ1百万円（前年同四半期増減率0.1％）の増収

となりました。また、営業利益は384百万円と前年同四半期と比べ427百万円（同△52.7％）の減益、税金等調整前

四半期純利益は244百万円と前年同四半期と比べ509百万円（同△67.6％）の減益、親会社株主に帰属する四半期純

利益は190百万円と前年同四半期と比べ366百万円（同△65.8％）の減益となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産につきましては33,118百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,724

百万円増加しました。主な要因は以下のとおりであります。

（資産）

　流動資産につきましては12,989百万円となり、前連結会計年度末に比べ828百万円の減少となりました。これは主

として、現金及び預金の減少1,248百万円、商品及び製品の増加354百万円があったことによるものであります。固

定資産につきましては20,129百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,553百万円の増加となりました。これは主と

して、建設仮勘定の増加3,279百万円、機械装置及び運搬具の増加169百万円によるものであります。

（負債）

　負債につきましては11,495百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,771百万円の増加となりました。流動負債に

つきましては2,850百万円となり、前連結会計年度末に比べ113百万円の増加となりました。これは主として、未払

金の増加252百万円によるものであります。固定負債につきましては8,645百万円となり、前連結会計年度末に比べ

1,658百万円の増加となりました。これは主として、長期借入金の増加1,595百万円によるものであります。

（純資産）

　純資産につきましては21,623百万円となり、前連結会計年度末に比べ952百万円の増加となりました。これは主と

して、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上190百万円、為替換算調整勘定の増加797百万円によるものであり

ます。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は67百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年５月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,111,600 31,141,600
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準の株式でありま
す。
１単元の株式数は100株と
なっております。

計 31,111,600 31,141,600 ― ―
 

　（注）提出日現在発行数には、平成29年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権（ストック・

オプション）の行使により発行された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成29年１月１日～
平成29年３月31日
（注）

155,000 31,111,600 27 7,661 27 7,607

 

　　（注）新株予約権の行使による増加であります。

 
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　 　200 ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
　　　　31,105,500

311,055

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準の
株式であります。
１単元の株式数は100株となってお
ります。

単元未満株式
普通株式　　　　

5,900
― ―

発行済株式総数 31,111,600 ― ―

総株主の議決権 ― 311,055 ―
 

（注）「単元未満株式」の株式数の欄に自己株式23株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

ダブル・スコープ
株式会社

東京都品川区大崎
５丁目１番11号

200 ― 200 0.00

計  200 ― 200 0.00
 

 （注）当社は、上記の他に単元未満の自己株式23株を保有しております。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

（１）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

（２）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しており

ましたが、当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結累計期間より百万円単位で記載することに変更いた

しました。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年１月１日から平成

29年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 10,508 9,259

  受取手形及び売掛金（純額） 2,030 ※  2,003

  商品及び製品 659 1,014

  原材料及び貯蔵品 247 290

  その他 371 421

  流動資産合計 13,818 12,989

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,341 3,470

    減価償却累計額 △458 △508

    建物及び構築物（純額） 2,883 2,962

   機械装置及び運搬具 13,817 14,523

    減価償却累計額 △4,472 △5,008

    機械装置及び運搬具（純額） 9,345 9,515

   建設仮勘定 3,953 7,232

   その他 245 268

    減価償却累計額 △141 △154

    その他（純額） 104 114

   有形固定資産合計 16,286 19,823

  無形固定資産   

   その他 52 51

   無形固定資産合計 52 51

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 211 227

   その他 26 26

   投資その他の資産合計 237 254

  固定資産合計 16,576 20,129

 資産合計 30,394 33,118
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 68 69

  短期借入金 100 100

  1年内返済予定の長期借入金 1,317 1,317

  未払金 612 865

  未払法人税等 397 274

  繰延税金負債 135 105

  その他 104 117

  流動負債合計 2,737 2,850

 固定負債   

  長期借入金 6,628 8,223

  退職給付に係る負債 184 238

  繰延税金負債 0 0

  その他 174 183

  固定負債合計 6,986 8,645

 負債合計 9,724 11,495

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 7,633 7,661

  資本剰余金 7,579 7,607

  利益剰余金 4,132 4,245

  自己株式 △0 △0

  株主資本合計 19,344 19,513

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 1,263 2,061

  その他の包括利益累計額合計 1,263 2,061

 新株予約権 61 47

 純資産合計 20,670 21,623

負債純資産合計 30,394 33,118
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

 【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年３月31日)

売上高 2,149 2,150

売上原価 1,083 1,440

売上総利益 1,065 710

販売費及び一般管理費 253 325

営業利益 812 384

営業外収益   

 受取利息 1 1

 助成金収入 57 45

 その他 0 7

 営業外収益合計 59 54

営業外費用   

 支払利息 8 11

 為替差損 104 182

 支払手数料 3 8

 その他 0 0

 営業外費用合計 117 202

経常利益 754 236

特別利益   

 新株予約権戻入益 - 8

 特別利益合計 - 8

税金等調整前四半期純利益 754 244

法人税等 197 53

四半期純利益 556 190

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 556 190
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【四半期連結包括利益計算書】

 【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
　至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
　至 平成29年３月31日)

四半期純利益 556 190

その他の包括利益   

 為替換算調整勘定 △629 797

 その他の包括利益合計 △629 797

四半期包括利益 △72 988

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △72 988

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第１四半期連結累計期間

(自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税金等調整前四半期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率

を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、見積実効税率を合理的に見積もれない場合、税金計算については年

度決算と同様の方法により計算し、繰延税金資産及び繰延税金負債について

は回収可能性等を検討した上で四半期連結貸借対照表に計上しております。
 

 

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　※ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 

 
前連結会計年度
(平成28年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年３月31日)

流動資産 ―  1百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

　

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日)

減価償却費 250百万円 397百万円
 

 
(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年１月１日 至 平成28年３月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年３月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 142 10 平成27年12月31日 平成28年３月24日
 

　(注) １株当たり配当額10円には、創立10周年記念配当5円を含んでおります。

　　　　なお、効力発生日が、平成28年３月24日の配当金支払額に関する１株当たり配当額については、基準日が平成

       27年12月31日であるため、平成28年７月１日付の株式分割（１：２）は加味しておりません。

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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当第１四半期連結累計期間(自 平成29年１月１日 至 平成29年３月31日)

１　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年３月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 77 2.5 平成28年12月31日 平成29年３月23日
 

　

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 当社及び連結子会社は、リチウムイオン二次電池用セパレータ事業の単一セグメントであります。従いまして、

開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年１月１日
至 平成28年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金
額　　　　　　　　　　　

 19円60銭  6円14銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 556 190

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(百万円)

556 190

    普通株式の期中平均株式数(株) 28,415,037 31,029,088

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 18円61銭 5円82銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(株) 1,519,492 1,705,950

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

　(注）当社は、平成28年７月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

　　　期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

　　　純利益金額を算定しております。

　

(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年５月12日

ダブル・スコープ株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   中   村   嘉　　彦   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   浅   野   俊   治   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダブル・スコー

プ株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年１月１日

から平成29年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年１月１日から平成29年３月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダブル・スコープ株式会社及び連結子会社の平成29年３月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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